
第12回「医療計画の見直し等に関する検討会」議事次第  

平成17年10月28日（金）14：00～16：00  

経済産業省別館825号会議室（8階）  

東京都千代田区霞が関1－3－1  

1 開  

2 資料説明及び質疑  

3 閉   

議  
題  

1 医療計画の記載事項の考え方について（案）  

2 全国で行われている医療連携の事例について  

3 新しい医療計画のポイントについて  

4 その他   



医療計画に記載すべき事項に  

ついて（考え方）   



医療計画に記載すべき事項について（考え方）［議論のたたき台］  

【平成18年の医療制度改革を念頭においた医療計画の見直しの考え方】   

○ 従来の医療計画では地域の医療提供体制の量的整備を目的として立案されてきた。  

○ 一方で、患者の視点を尊重し、がん・脳卒中り」、児救急・災害医療など事業面に関する地域の医療機能   

を把握するとともに、これらの医療機能をどのように確保するかという医療提供体制の質的な観点を重視   

することが求められている。  

○ このため、平成18年の医療制度改革を念頭においた医療計画の見直しに当たっては、がん・脳卒中・  

小児救急・災害医療など患者の視点を尊重した事業面での地域の医療提供体制の確保に着目することと   

し、医療計画に記載すべき事項としても、同様の視点でもって検討するものとしてはどうか。  

○ その際、特に医療提供体制として地域で確保することが求められる事業に関しては、医療法第30条の  

3に規定する医療計画の記載事項として取り上げるものとしてはどうか。   



医療計画に記載すべき事項として加味する観点（案）  

☆ 都道府県が作成する医療計画に記載すべき事項については、次の観点を加味した事項とし   

てはどうか。  

（医療計画に記載すべき事項として加味する観点）   

1．質が高く効率的な医療サービスを住民・患者に提供する体制を確保する責任を果たすため、  

都道府県自ら関与することが求められる事業であること。  
∈）  

2．患者のニーズ等医療を取り巻く最近の情勢を踏まえ、新たに政策的に推進すべき事業である  

こと。なお、政策的に推進すべき事業は適宜見直すものとすること。  

3，緊急時に住民■患者に医療サービスを継続して提供できる体制を地域で確保する事業である  

こと。   

















新しい医療計画の作成に向けた  
都道府県と国との懇談会   



新しい医療計画の作成に向けた都道府県と国との懇談会  

平成17年8月  

医政局指導課  

1．趣  旨   

平成18年の医療制度改革を念頭においた医療計画制度の見直しを踏まえ、  

先進的な医療計画を作成している都道府県等との意見交換を通じ、医療連携体制  

の構築と住民・患者に分かりやすい医療計画の全国への普及を促進させる必要が  

ある。このため、医政局長主催の下、都道府県と国との懇談会を開催する。  

2．メンバー  

秋田県（北海道・東北ブロック）  

静岡県（東海ブロック）  

大阪府（近畿ブロック）  

高知県（四国ブロック）  

東京都（関東甲信越ブロック）  

石川県（北陸ブロック）  

広島県（中国ブロック）  

福岡県・熊本県（九州ブロック）  

＜各県の医務主管部長及び主管課長＞   

大臣官房審議官（健康・医政担当）  

指導課長  

必要に応じ地方厚生局も参加。）  

医政局長  

医政局総務課長  

（※厚生労働審議官ほか関係局長も出席。  

○新しい医療計画の円滑な作成と地域での医療連携体制の構築について  

1）具体的な医療機能調査の実施方法  

2）脳卒中や小児救急など事業ごとの医療連携体制の構築に向けた手法と普及方策  

3）住民・患者に分かりやすい医療計画の作成と啓発方策  

4．懇談会のスケジューノ  

第1回（9月初め）：先進的な医療計画と医療連携体制の具体的事例紹介  

（静岡県・大阪府・広島県・熊本県）  

第2回（10月■11月）：先進的な医療連携体制の事例紹介（厚生労働省）  

第3回（12月）：モデル的な医療計画の作成  

5．そのイ  

懇談会は毎回公開。庶務は医政局総務課の協力を得て指導課で実施。  

9月13日（火）の都道府県衛生部長会議（北海道）において内容を周知。   








